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国際化学工業協会が国連機関の「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ」
採択に対応した『レスポンシブル・ケア世界憲章』と新自主的活動計画を発表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人 日本化学工業協会

日本レスポンシブル・ケア協議会

　

　日本化学工業協会を含む世界５２カ国の化学工業会で構成する国際化学工業協会（ICCA、本部：ベルギー・ブリュッセル）では、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）のドバイで２月４～６日に開催されている国連環境計画（ＵＮＥＰ、本部：ケニア・ナイロビ）主催の「国際化学物質管理会議（ＩＣＣＭ）」（各国閣僚級の他、総勢３０００人参加予定）のサイドイベントとして、２月５日にグローバルな化学物質管理を行う上での業界の自主的活動方針を示した新しい『レスポンシブル・ケア世界憲章（Responsible Care Global　Charter : RCGC）』を発表しました。

　

　化学物質管理をめぐる国際的な動きとして、２００２年にヨハネスブルクで開催された持続可能な開発に関する世界首脳会議（世界サミット）において、国連を中心として「２０２０年までに化学物質の生産と使用が人の健康と環境に与える悪影響を最小限にする」ことが合意されました。また、あわせてUNEPを推進母体として、「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ（Strategic Approach to International Chemicals Management : SAICM）」を２００３年～２００５年の３カ年で取りまとめることも承認されました。このSAICMの討議・取りまとめ作業の結果が、「化学物質管理国際会議（ICCM）」において正式に採択されることが予定されています。

　ICCAでは、世界サミットにおいて高い評価を受けた「レスポンシブル・ケア（RC）活動」の一層のグローバル化を図るため、２００４年に世界憲章（RCGC）を策定しています。今般採択される予定のSAICMでは、化学産業界に対する要請も打ち出されることになっていますので、SAICMの採択を化学業界全体として賛同し取り組む活動方針として、RCGCをベースに、その中のグローバルな化学物質管理（プロダクト・スチュワードシップ）を強化した新たな自主的活動計画を発表したものです。なお、日本では、日本レスポンシブル・ケア協議会（JRCC）が日本化学工業協会と連携しICCAの対応方針に協力し、化学物質の自主的な管理をより一層進めていく予定です。

ICCMのサイドイベントは、２月５日の１８時から２０時（現地時間）の間、ドバイ国際コンベンションセンターに於いて開催されました。同イベントでは上記RCGC及び新自主活動計画の発表のほか、ICCA、UNEP、OECDトップ及び各地域協会・CEO代表によるスピーチがなされました。日本からは、日本化学工業協会/JRCCを代表して日本化学工業協会・副会長兼専務理事の田中正躬が、化学物質管理に関連して官民一体で取り進めているアジア諸国に対するRC普及・支援活動への貢献についてスピーチしました。

■レスポンシブル・ケアとは■

化学物質を扱うそれぞれの企業が化学物質の開発から製造、物流、使用、最終消費を経て廃棄に至る全ての過程において、自主的に「環境・安全・健康」を確保し、活動の成果を社会との対話・コミュニケーションを通じて公表していく活動のこと。1985年にカナダで誕生したことがきっかけとなり、1990年には国際化学工業協会が設立され、世界的な活動方針が取り決められました。日本では、1995年に日本化学工業協会の中に日本レスポンシブル・ケア協議会（JRCC）が設立され、それまで各企業が独自に行っていた環境・安全配慮活動が統一化されました。2005年10月現在、JRCCの会員企業は105社となっています。
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